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1. はじめに －問題意識と本稿の目的－ 
 
 厚生労働省実施の「毎月勤労統計調査」によると日本における 1 人当たりの平均年間総
実労働時間は年々減少を続け 1,775 時間に至っている1。しかし従業員 1,000 人以上の大規
                                                  


























 本稿では、主に 30 歳代、40 歳代の正規労働者に顕著である長時間労働は、社会政策的
                                                                                                                                                  
1 日本における 1 人当たりの平均年間総実労働時間は、厚生労働省実施の「毎月勤労統計調査」による
と平成 20 年度においては 1,775 時間と 1,800 時間を割り込んだ。 
2 厚生労働省実施「毎月勤労統計調査」による。 
3 男性壮年層では週 60 時間以上就業する者の割合はむしろ増加しているとの指摘もある。 
 厚生労働省（2006）『平成 18 年版労働経済の分析（要約版）』p5 
 http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/index.html 
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企業と忠誠心の高い従業員との密接な「終身の関係」に寄与してきたと考えられる。 
 


































                                                  




























































 本調査は、2006 年 7 月から 2007 年 12 月、2008 年 7 月から 2010 年 7 月の期間に、長
時間労働をしている、もしくはしていた 30 歳～50 歳14の労働者をスノーボールサンプリ
ングし、半構造化インタビューを行ったものである15。インタビュー調査対象者の概要を
表 1 に付す。調査対象者は 56 名で男性 37 名、女性 19 名である。内 29 名に転職経験があ
り、勤務先は計 104 箇所となる。内、正規労働者として勤務していた 80 件16を分析対象
とする。 
 
表 1 インタビュー調査対象者 
1 2 3 1 2 3
1 Ａ 氏 男性 30代前半 建設業 地方公務員 29 ＡＣ 氏 女性 30代前半 運輸業
2 Ｂ 氏 男性 30代前半 地方公務員 30 ＡＤ 氏 男性 30代前半 医療 医療
3 Ｃ 氏 女性 30代後半 製造業 地方公務員 31 ＡＥ 氏 男性 30代前半 金融業
4 Ｄ 氏 女性 30代前半 地方公務員 32 ＡＦ 氏 男性 30代後半 情報通信業
5 Ｅ 氏 女性 30代後半 金融業 金融業 33 ＡＧ 氏 男性 30代前半 製造業
6 Ｆ 氏 男性 30代後半 卸売業 地方公務員 34 ＡＨ 氏 女性 30代前半 製造業
7 Ｇ 氏 男性 30代後半 情報通信業 35 ＡＩ 氏 男性 30代前半 サービス業 金融業
8 Ｈ 氏 男性 30代後半 金融業 36 ＡＪ 氏 男性 30代前半 金融業
9 Ｉ 氏 男性 30代前半 教育業 37 ＡＫ 氏 男性 40代前半 製造業
10 Ｊ 氏 男性 40代前半 地方公務員 38 ＡＬ 氏 男性 50代前半 製造業
11 Ｋ 氏 女性 40代前半 金融業 教育業 39 ＡＭ 氏 男性 40代後半 情報通信業
12 Ｌ 氏 男性 30代前半 教育業 40 ＡＮ 氏 男性 30代前半 金融業
13 Ｍ 氏 男性 40代前半 製造業 サービス業 情報通信業 41 ＡＯ 氏 女性 50代前半 サービス業 サービス業
14 Ｎ 氏 女性 30代後半 飲食業 小売業 42 ＡＰ 氏 男性 30代前半 製造業
15 Ｏ 氏 女性 30代後半 不動産業 43 ＡＱ 氏 男性 30代前半 不動産業
16 Ｐ 氏 女性 30代後半 運輸業 44 ＡＲ 氏 男性 30代前半 サービス業 サービス業
17 Ｑ 氏 男性 30代前半 運輸業 サービス業 45 ＡＳ 氏 男性 30代後半 卸売業
18 Ｒ 氏 男性 30代前半 卸売業 サービス業 46 ＡＴ 氏 男性 30代前半 国家公務員 金融業
19 Ｓ 氏 男性 30代後半 製造業 47 ＡＵ 氏 女性 30代後半 金融業 金融業
20 Ｔ 氏 男性 30代前半 金融業 48 ＡＶ 氏 女性 30代後半 金融業
21 Ｕ 氏 男性 30代前半 情報通信業 49 ＡＷ 氏 女性 30代後半 金融業 製造業
22 Ｖ 氏 男性 30代前半 製造業 サービス業 50 ＡＸ 氏 女性 30代後半 サービス業
23 Ｗ 氏 男性 40代前半 国家公務員 51 ＡＹ 氏 女性 30代後半 地方公務員
24 Ｘ 氏 男性 40代前半 製造業 製造業 製造業 52 ＡＺ 氏 女性 30代後半 地方公務員
25 Ｙ 氏 男性 30代前半 金融業 53 ＢＡ 氏 女性 30代後半 金融業 福祉業 地方公務員
26 Ｚ 氏 男性 30代前半 製造業 54 ＢＢ 氏 女性 30代前半 地方公務員
27 ＡＡ 氏 男性 40代後半 製造業 地方公務員 55 ＢＣ 氏 男性 30代前半 サービス業
28 ＡＢ 氏 男性 40代前半 地方公務員 56 ＢＤ 氏 女性 50代前半 小売業 サービス業




 分析法として Case-Mediated-Approach（以下 CM 法）を採用する。CM 法は、質的デ
ータ分析を、「素材群の要約と整理」、「アイディア群の創出と整理」、「素材群とアイディア
群とのすりあわせ」という 3 局面の手順を踏んで行うものである17。 
                                                  






16 80 件の内訳は、民間企業 60、公的機関 20 である。 















ューで毎日 2 時間程度の時間外労働を「正規の時間に含まれる」（X 氏：製造業勤務の男
性他）19、「（残業申請を）つけないし、後輩にもそう指導している」（AZ 氏：自治体勤務
の女性）、「当然のもの」（Q 氏：運輸業勤務の男性他）といった発言が 10 件みられたこと
から、1 日 8 時間の法定労働時間に 2 時間の時間外労働時間を加え、週の勤務日を 5 日と
して週 50 時間を算出し、これを「標準点」として週 50 時間以上の労働を長時間労働とす





















                                                  
18 同一人者の同一勤務先であっても、組織コミットメント上昇に寄与する長時間労働を行っていた職場、
寄与しない長時間労働を行っていた職場、長時間労働を行っていなかった職場の混在がみられる。 
19 以下インタビュー対象者の発言を引用した場合、｢ ｣部分に続いて（ ）書きで発言者の属性を記述
する。 
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果が発揮されない事例がみられる。 
 


































































































































6 年以上勤務する 30～44 歳の事務職系正規労働者の男女を対象とし、株式会社マクロミ







選択式または自由記入方式で尋ねた。アンケート回収総数は、414 件（男性 217 件、女性




(3) 分析の手続き  











25 従業員規模 1,000 人以上の同一勤務先に 6 年以上勤務する正規労働者を対象としていること及び 1 週





























 相関分析に当っては、まず男性ケース全体について行う。次いで週平均労働時間 40 時
間以下のケースすべて、45 時間以下のケースすべて、と労働時間が少ない方から 5 時間分
ずつサンプルを加算していき、それぞれ相関を分析する。続いて、今度は逆に週平均労働






表 2 週平均労働時間 
　N＝ 344 　N＝ 188 　N＝ 156
N ％ N ％ N ％
　　　～39時間  18 5.2 6 3.2 12 7.7
  40時間～49時間 199 57.9 90 47.9 109 69.9
  50時間～59時間 92 26.7 62 33.0 30 19.2
  60時間～ 35 10.2 30 15.9 5 3.2






 分析対象ケース 344 件（男性 188 件、女性 156 件）の内、週平均労働時間 50 時間以上
のケースは 127 件であり（表 2 参照）、内訳は男性 92 件、女性 35 件である。また週平均
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働時間と上司・同僚との関係性、組織へのコミットメントとの間に統計的に有意な相関は
みられない。分析結果は省略する。 
 次いで、労働時間が短い方から 5 時間分ずつサンプルを加算していき、相関を分析する。
その結果、週平均労働時間が 55 時間までの男性正規労働者について、統計的に有意な正










1 2 3 4 5 6 7 8
1 本人週平均労働時間 1
2 上司関係良好度 .142(+) 1
3 上司信頼度 .130(++) .488(**) 1
4 同僚関係良好度 .065 .450(**) .141(+) 1
5 情緒的コミットメント（愛着） .202(*) .350(**) .196(*) .269(**) 1
6 情緒的コミットメント（誇り） .130(++) .196(*) .164(*) .151(+) .439(**) 1
7 功利的コミットメント
（交換関係）




-.037 .002 .104 .010 .143(+) .255(**) .223(**) 1  
N＝158  ＋＋<.15 ＋<.10 ＊<.05 ＊＊<.01          N=158 
（出所）筆者作成。                       （出所）筆者作成。 
 
 続いて労働時間が長い方から 5 時間分ずつサンプルを加算していき、相関を分析する。
その結果、いずれの場合も統計的に有意な相関は見出されなかった。週平均労働時間 55
時間までの男性正規労働者について正の相関が見出されたことから、週平均労働時間 55
時間以上の男性正規労働者についての分析結果を表 5 及び表 6 に付す28。 
                                                  
28 有意確率が 10％及び 15％と低いため注意を要するが、上司関係良好度、上司信頼度、情緒的組織コ
ミットメント（愛着）の項目では、むしろマイナス傾向が認められる。 




表 3 週平均労働時間が 55 時間までの男性正規労働者の
「週平均労働時間」と「組織へのコミットメント」との相
関 
  平均値 標準偏差
1 本人週平均労働時間 45.44 4.97
2 上司関係良好度 0.77 0.42
3 上司信頼度 0.79 0.41
4 同僚関係良好度 0.85 0.35
5 情緒的コミットメント(愛着) 0.58 0.49















1 2 3 4 5 6 7 8
1 本人週平均労働時間 1
2 上司関係良好度 -.282(+) 1
3 上司信頼度 -.287(+) .651(**) 1
4 同僚関係良好度 -.084 .055 .179 1
5 情緒的コミットメント（愛着） -.251(++) .344(*) .287(+) .200 1








.088 .083 .118 .303(+) .367(*) .440(**) .476(**) 1  
N＝38  ＋＋<.15 ＋<.10 ＊<.05 ＊＊<.01           N＝38 
（出所）筆者作成。                            （出所）筆者作成。 
 












 週平均労働時間 55 時間までのケースにおける労働の長時間化と愛着の情緒的組織コミ
                                                  
29 上記の分析が単相関であることに鑑み、週平均労働時間と愛着の情緒的組織コミットメントとの関連
性を補足するものとして情緒的組織コミットメント（愛着）を被説明変数とした二項ロジスティック分析
の結果を表 7 及び表 8 に記す。ただし本分析はサンプル数が少ないことから、参考として付す。週平均











本人週平均労働時間 .071 .058 +. 
上司関係良好度 1.324 .005 **. 
同僚関係良好度 .894 .125
 
N＝158   ＋<.10 ＊<.05 ＊＊<.01      N＝38 
Cox-Snell R2：0.162、Nagelkerke R2：0.219   Cox-Snell R2：0.223、Nagelkerke R2：0.305 
（出所）筆者作成。                 （出所）筆者作成。 
注）本人週平均労働時間以外の項目は、高い＝1、低い＝0 とした。 




表 5 週平均労働時間が 55 時間以上の男性正規労働者の「週
平均労働時間」と「組織へのコミットメント」との相関】 
表 7 週平均労働時間が 55 時間までの男性正
規労働者の「情緒的組織コミットメント（愛着）」
に対する二項ロジスティック分析】 
  平均値 標準偏差
1 本人週平均労働時間 62.92 8.60
2 上司関係良好度 0.76 0.43
3 上司信頼度 0.74 0.45
4 同僚関係良好度 0.82 0.39
5 情緒的コミットメント(愛着) 0.63 0.49




























































                                                  
30 アンケート調査の結果、有意確率が 10％及び 15％未満であることから、判断には注意を要する。 
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る－」、『ニッセイ基礎研 REPORT』、ニッセイ基礎研究所、 pp.1-6。 
                                                  




32 業種を 2 次産業、3 次産業に分類し、同様に分析した所（1 次産業に該当する組織に所属するケース
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